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厚生労働科学研究費補助金（障害者対策総合研究事業） 

総合研究報告書 

 

補装具の適切な支給実現のための制度・仕組みの提案に関する研究 

 

研究代表者 井上剛伸 国立障害者リハビリテーションセンター研究所 福祉機器開発部長 

研究要旨  

本研究は、義肢・装具・座位保持装置（以下、義肢等）の価格を適正に設定する仕組みを整えるとと

もに、完成用部品の機能に基づく整理を確立することで、障害状況に適応した適切な補装具が支給され

るための制度・仕組みを提案することを目的とする。これにより、これら補装具の利用者の社会参加・

自立を促進することを目指す。 

そのために、＜課題１＞ 完成用部品の機能区分整備、＜課題２＞ 製作費用の包括的把握方法と簡

便なデータ更新方法の確立にかかる研究、＜課題３＞ 補装具費支給判定基準マニュアルの作成、＜課

題４＞ 機能区分を踏まえた完成用部品申請手続きの整備 の小課題を設定した。 

主要な成果は下記のとおりである：（１）完成用部品の骨格構造義足について機能区分案を作成した。

（２）義肢等製作事業者を対象とした調査により、素材費が、平成 21 年度の調査結果に比べて 6.8%上

昇していることなどを明らかにした。この結果は、平成 26 年度末の補装具費支給基準改定の参考とな

った。（３）義足の完成用部品について、将来的に機能区分毎固定価格制を併用することで必要な部品

を供給しつつ全体のコストを抑えられるとの示唆を得た。（４）補装具費支給判定基準マニュアルにつ

いて、更生相談所職員を対象とした限定版（Q&A189 問）と医療関係者、市町村職員等支援者を対象とし

た公開版（Q&A71 問）に分けてマニュアルを作成し、骨格義足完成用部品の機能区分表も盛り込み、義

肢判定の際に役立つものとして完成させた。（５）完成用部品指定申請の手続きについて、Microsoft 

Excel を用いた電子申請の様式を整え、実際の指定申請に使用したところ、その後のアンケートの結果

から、電子化したことによる効率化、正確性の向上が確認された。 

今後、骨格構造義足以外の完成用部品について、機能区分を作成すると共に、機能区分表の普及に向

けた活動を実施する予定である。 
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研究分担者 

樫本修   宮城県リハビリテーション支援センター・所長 

児玉義弘  ナブテスコ株式会社住環境カンパニー福祉事業推進部・部長（～平成 27 年 5月）， 

同・参与             （平成 27 年 6月～12 月）， 

国立障害者リハビリテーションセンター研究所福祉機器開発部・ 

客員研究員（平成 28 年 1月～3月） 

山崎伸也 国立障害者リハビリテーションセンター研究所義肢装具技術研究部・副義肢装具士長 

我澤賢之 国立障害者リハビリテーションセンター研究所障害福祉研究部・研究員 

石渡利奈 国立障害者リハビリテーションセンター研究所福祉機器開発部・第一福祉機器試験評価室長 

 

研究協力者 

伊藤利之  横浜市リハビリテーション事業団 顧問 

小川雄司  埼玉県総合リハビリテーションセンター 主任 

高岡 徹  横浜市総合リハビリテーションセンター 医療部長 

武田輝也  宮城県リハビリテーション支援センター 技師 

正岡 悟   大阪府障がい者自立相談センター 所長 

松野史幸  一般社団法人日本車椅子シーティング協会 

長瀬 毅   流通経済大学経済学部 准教授 

相川孝訓  国立障害者リハビリテーションセンター研究所 福祉機器開発部 非常勤研究員 

 

 

Ａ．目的 

補装具費支給制度は本邦における福祉用具の

公的給付の根幹をなす制度である。補装具の価

格は補装具費支給基準により定められているが、

特に義肢・装具・座位保持装置（以下、義肢等）

については基本価格、製作要素価格の項目が多

岐にわたることに加え完成用部品を用いること

から、その供給に要する費用と価格のバランス

を適正に保ち続けるための仕組みが十分に整え

られているとは言いがたい。また、全国の更生

相談所の補装具判定における基準解釈の違い、

地域格差の是正をなくし、公平・公正な判定の

考え方の意識を統一する必要があると考えられ

る。 

本研究は、義肢・装具・座位保持装置の価格

を適正に設定する仕組みを整えるとともに、完

成用部品の機能に基づく整理を確立することで、

障害状況に適応した適切な補装具が支給される

ための制度・仕組みを提案することを目的とす

る。これにより、これら補装具の利用者の社会

参加・自立を促進することを目指す。 

 

Ｂ．研究方法 

具体的な課題として、完成用部品の機能区分

を整備することを中心に据え、それと完成用部

品の価格および利用者の機能との関連づけを行

うこととした。それを基に、価格の決定や支給

判定、申請手続きを適正かつ円滑に行う制度・
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仕組みを提案した。 

そのために、＜課題１＞ 完成用部品の機能

区分整備、＜課題２＞ 製作費用の包括的把握

方法と簡便なデータ更新方法の確立にかかる研

究、＜課題３＞ 補装具費支給判定基準マニュ

アルの作成、＜課題４＞ 機能区分を踏まえた

完成用部品申請手続きの整備 の小課題を設定

した。 

（倫理面への配慮） 

 本研究では、ヒトにかかる調査にかかる調査

等は実施しなかった。なお、補装具関係の企業

等から得られたデータ、特に企業財務等にかか

るデータの取り扱いは、保存媒体を施錠可能な

キャビネットに保管するなど取り扱いに注意し

た。 

 

Ｃ．結果・考察 

以下、課題ごとのその成果を示す。 

＜課題１＞まず、米国で使用されている義肢

装具の機能区分（L コード）に着目し、その調

査を行った。これより、国内の完成用部品への

適用の可能性を確認した（H25 年度）。その結果

を受けて、既存の骨格構造義足の機能について

調査を行い、合計 976 点の部品の情報を入手し、

機能区分の初版を作成した(H26 年度)。さらに、

それらの調査・分析結果を基に機能の定義付け

とその妥当性を確認し、完成用部品の骨格構造

義足について機能区分案を作成した(H27 年度)。 

＜課題２＞義肢等の製作事業者に対するアン

ケートを実施し、人件費単価が平成 23 年度の調

査結果よりも低い値となっている点、利益率が

平均値より利益率の低い事業所のほうが高い事

業所よりも多い点、費用構成については、義肢

において昭和 53 年度の調査結果と比べて費用

に占める素材費・作業人件費以外からなるその

他の費用の割合が高くなっている点、平成 21

年度の調査結果に比べて素材費が 6.8%上昇し

ている点を明らかにした（H25，26 年度）。これ

らの結果は、平成 26 年度末の補装具費支給基準

改定の参考となった。また、現行の部品リスト

から、機能区分内の部品の価格を調べたところ、

平均 48.0%と、ある程度大きなちらばりがある

こと、将来的に機能区分毎固定価格制を併用す

ることで必要な部品を供給しつつ全体のコスト

を抑えられるとの示唆を得た(H27 年度)。 

＜課題３＞更生相談所長協議会補装具判定専

門委員会に寄せられたＱ＆Ａを分析することで、

151 項目のＱ＆Ａ暫定版を作成した(H25 年度)。

さらに作成した Q&A（暫定版）の更生相談所に

おける 6ヶ月試用後のアンケート調査を実施し、

8 割以上から役立っているとの回答が得られ、

得られた結果を基に、暫定版の修正点を決定し

た(H26 年度)。最終的に、更生相談所職員を対

象とした限定版（Q&A189 問）と医療関係者、市

町村職員等支援者を対象とした公開版（Q&A71

問）に分けてマニュアルを作成し、骨格義足完

成用部品の機能区分表も盛り込み、義肢判定の

際に役立つものとして完成させた(H27 年度)。 

＜課題４＞完成用部品指定申請の手続きにつ

いて、Microsoft Excel を用いた電子申請の様

式を整え、実際の指定申請に使用したところ、

その後のアンケートの結果から、電子化したこ

とによる効率化、正確性の向上が確認された

(H25 年度)。さらに、指摘された問題点に基づ

き、様式、記入要領、説明会での説明方法の改

善を行い、その効果が示された(H26 年度)。ま

た、機能区分の運用上必要な情報を整理すると

ともに、完成用部品登録申請を通じて集約する

ことを想定した様式改訂案の作成、さらには、

運用上の問題点についてまとめた(H27 年度)。 
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さらに、課題１から４の成果を受け、補装具

費支給制度に関する提案をとりまとめた。短期

的には、機能区分表の公開による共通認識の促

進と価格の平準化であり、長期的には、機能区

分の整理に基づいた価格設定と利用者の機能を

結びつけた適正な支給判定の促進を提案した。 

 

Ｄ．結果 

本研究では、2 回の公開研究会を含めて、補

装具費支給制度に関わる多様なステークホルダ

ーとの協働により、複雑な制度や仕組みに関す

る実行可能性の高い提案を行うことができたと

考えている。価格については、平成 26 年度末の

価格改定に寄与する成果が得られており、マニ

ュアルは更生相談所での実際の業務で使用され、

その効果が示されている。完成用部品の申請手

続きについては、本研究の成果により、電子化

が実現した。研究のコアに据えた骨格構造義足

の機能区分については、専門性や経験、知識の

異なる関係者が、共通の認識を持つための重要

なツールとしての役割が、改めて確認された。

多様なステークホルダー間での情報の共有が、

利用者を中心として、補装具費支給制度を効果

的に、円滑に運用するためには必要不可欠であ

る。機能区分は、そのコアとなる共通言語とな

り得る。さらに、部品の機能と利用者の機能、

部品の価格とを結びつけることにより、適正な

補装具利用が、さらに促進される可能性が示さ

れた。補装具費支給制度の課題を改めて浮き彫

りにしたとともに、その解決の方向性を示すこ

とができた点は、本研究の重要な成果であると

考えている。 

今後、骨格構造義足以外の完成用部品につい

て、機能区分を作成すると共に、機能区分表の

普及に向けた活動を実施する予定である。 
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